
平成 14年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 5月 27日

上   場   会   社   名     株式会社 ツ　ガ　ミ 上場取引所 東 大 名 札

コード番号    6101 本社所在都道府県

(URL http://www.tsugami.co.jp) 東京都

問合せ先　責任者役職名 常務取締役統轄本部長

　　　　　氏　　　　名 大宮 郁士 TEL (03) 5470 - 7890
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 27日 中間配当制度の有無　　有
定時株主総会開催日　　平成 14年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 14年  3月期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)経営成績 【単位：百万円】(百万円未満切捨)

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 14,051 △ 28.8 82 △ 92.2 199 △ 83.3

13年  3月期 19,738 62.6 1,066 - 1,198 -

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 △ 218 - △ 2.45 - △ 1.1 0.7 1.4

13年  3月期 1,054 - 11.85 - 5.2 4.4 6.1

(注)①期中平均株式数 14年  3月期    89,016,339 株　　　13年  3月期    89,019,379 株 

　　②会計処理の方法の変更　　　無
　　③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 0.00 0.00 0.00 0 - -

13年  3月期 0.00 0.00 0.00 0 - -

（注）14年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 27,880 19,945 71.5 224.08

13年  3月期 30,416 20,792 68.4 233.57

(注)①期末発行済株式数　14年  3月期     　89,010,172 株　13年  3月期     　89,019,379 株
 　 ②期末自己株式数　　14年  3月期          　9,207 株　13年  3月期            　784 株

２. 15年  3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 8,000 300 300 0.00 － －

通　　期 16,500 700 700 － 3.00 3.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   7 円 86 銭 

※業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、
　予想につきましては様々な不確定要素が内在しておりますので、実際の業績はこれらの予想
　数値と異なる場合があります。
　なお、上記予想に関する事項は、添付資料の５ページ及び６ページを参照して下さい。
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比較貸借対照表比較貸借対照表比較貸借対照表比較貸借対照表

【単位：百万円】(百万円未満切捨)

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

期　別　 当　　期 前　　期
　科　目 (H14.3.31) (H13.3.31)

％ ％
流 動 資 産 ( １９,３１５ ) 69.3 ( ２１,５６１ ) 70.9 ( △２,２４６ )

現 金 及 び 預 金 ９７１ １,５２０ △   ５４８

受 取 手 形 ４,４０８ ５,１３８ △   ７３０

売 掛 金 ５,１９８ ６,６２６ △１,４２７

有 価 証 券 － １０２ △   １０２

た な 卸 資 産 ８,３６８ ６,９４４ １,４２４

製 品 ２,８４７ ２,６５３ １９３

仕 掛 品 ３,９８２ ２,８９６ １,０８６

原 材 料 ･ 貯 蔵 品 １,５３８ １,３９４ １４４

未 収 入 金 ３３６ １,１４４ △   ８０８

そ の 他 ５８ １３９ △     ８０

貸 倒 引 当 金 △　　２７ △    ５４ ２７

固 定 資 産 ( ８,５６０ ) 30.7 ( ８,８１１ ) 29.0 ( △   ２５０ )

 有形固定資産 [ ５,７０８ ] 20.5 [ ５,４１０ ] 17.8 [ ２９８ ]

建 物 ２,４９２ ２,４２７ ６４

構 築 物 １２７ １２２ ４

機 械 装 置 １,８１６ １,５７６ ２３９

車 両 運 搬 具 ４ ４ ０

工 具 ･ 器 具 備 品 ２１４ ２３５ △     ２０

土 地 ９３２ ９３２ －

建 設 仮 勘 定 １２０ １１１ ９

 無形固定資産 [ １５ ] 0.1 [ １８ ] 0.1 [ △       ２ ]

ソ フ ト ウ ェ ア １０ １２ △       ２

そ の 他 ５ ５ △       ０

 投資その他の資産 [ ２,８３６ ] 10.1 [ ３,３８２ ] 11.1 [ △   ５４６ ]

投 資 有 価 証 券 ２,２９３ ２,８５５ △   ５６１

関 係 会 社 株 式 ４４５ ３８０ ６５

関係会社出資金 ２ ５ △       ２

長 期 貸 付 金 １６４ ２５６ △     ９２

長 期 債 権 ８４６ ７６７ ７８

そ の 他 ６６ ９４ △     ２７

貸 倒 引 当 金 △　９８３ △　９７７ △       ５

繰 延 資 産 ( ４ ) 0.0 ( ４３ ) 0.1 ( △     ３８ )

試 験 研 究 費 ４ ４３ △     ３８

資 産 合 計 ２７,８８０ 100.0 ３０,４１６ 100.0 △２,５３５

比較増減

-２４-
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比較貸借対照表比較貸借対照表比較貸借対照表比較貸借対照表

【単位：百万円】(百万円未満切捨)
負債・資本の部

期　別　 当　　期 前　　期
　科　目 (H14.3.31) (H13.3.31)

％ ％

( ７,６１９ ) 27.3 ( ９,２７５ ) 30.5 ( △１,６５６ )

支 払 手 形 １,９４２ ５,７０３ △３,７６１

買 掛 金 ６４３ ２,５９５ △１,９５２

短 期 借 入 金 ４,６００ － ４,６００

未 払 金 ８５ １６６ △     ８０

未 払 費 用 １２４ ２２３ △     ９８

未 払 法 人 税 等 ９ ９ ０

賞 与 引 当 金 １１１ １５１ △     ４０

そ の 他 １０１ ４２５ △   ３２３

( ３１６ ) 1.2 ( ３４８ ) 1.1 ( △     ３１ )

退 職 給 付 引 当 金 ２９９ ３３１ △     ３１

そ の 他 １６ １６ ０

負 債 合 計 ７,９３５ 28.5 ９,６２３ 31.6 △１,６８８

１０,５９９ 38.0 １０,５９９ 34.9 －

９,１３８ 32.8 ９,１３８ 30.0 －

( ８３６ ) 3.0 ( １,０５４ ) 3.5 ( △   ２１８ )

当期未処分利益 ８３６ １,０５４ △   ２１８

う ち 当 期 純 利 益
又 は 純 損 失 ( △ ) △  ２１８ １,０５４ △１,２７２

△  ６２７ △ 2.3 － － △   ６２７

△      １ △ 0.0 － － △       １

資 本 合 計 １９,９４５ 71.5 ２０,７９２ 68.4 △   ８４７

負 債 ･ 資 本 合 計 ２７,８８０ 100.0 ３０,４１６ 100.0 △２,５３５

比較増減

自 己 株 式

そ の 他 の 剰 余 金

流 動 負 債

固 定 負 債

資 本 金

資 本 準 備 金

その他有価証券評価差額金

-２５-
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比較損益計算書比較損益計算書比較損益計算書比較損益計算書

　　【単位：百万円】(百万円未満切捨)
期　　別　 当　　期 前　　期

　科　　目 (H13.4.1～H14.3.31) (H12.4.1～H13.3.31)
％ ％

売 上 高 １４,０５１ 100.0 １９,７３８ 100.0 △５,６８７

売 上 原 価 １２,８９４ 91.7 １７,５１５ 88.7 △４,６２１

売　上　総　利　益 １,１５７ 8.3 ２,２２２ 11.3 △１,０６５

販売費及び一般管理費 １,０７４ 7.7 １,１５６ 5.9 △     ８２

営　 業　 利　 益 ８２ 0.6 １,０６６ 5.4 △   ９８３

営 業 外 収 益 ( ２３２ ) 1.6 ( ２５４ ) 1.3 ( △     ２１ )

受 取 利 息 及 び 配 当 金 ５２ ６６ △     １４

そ の 他 の 営 業 外 収 益 １８０ １８８ △       ７

営 業 外 費 用 ( １１５ ) 0.8 ( １２２ ) 0.6 ( △       ６ )

支 払 利 息 ５３ ３８ １５

そ の 他 の 営 業 外 費 用 ６１ ８４ △     ２２

経　 常　 利　 益 １９９ 1.4 １,１９８ 6.1 △   ９９８

特　別　利　益 ( ３７ ) 0.3 ( ２６３ ) 1.3 ( △   ２２５ )

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ９ ２０５ △   １９５

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ２８ － ２８

そ の 他 の 特 別 利 益 － ５８ △　　 ５８

特　別　損　失 ( ４４５ ) 3.2 ( ３９７ ) 2.0 ( ４８ )

投 資 有 価 証 券 評 価 損 １９４ ２９２ △     ９７

固 定 資 産 除 却 損 ６２ ９９ △     ３７

関係会社貸倒引当金繰入額 １４７ － １４７

そ の 他 の 特 別 損 失 ４１ ５ ３６

△   ２０８ △ 1.5 １,０６４ 5.4 △１,２７２

１０ 0.1 １０ 0.1 －

△   ２１８ △ 1.6 １,０５４ 5.3 △１,２７２

１,０５４ 7.5 － － １,０５４

８３６ 5.9 １,０５４ 5.3 △   ２１８

比較増減

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

当 期 純 利 益
又 は 純 損 失 ( △ )

税 引 前 当 期 純 利 益
又 は 純 損 失 ( △ )

法人税､住民税及び事業税

-２６-
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比較利益処分案比較利益処分案比較利益処分案比較利益処分案

【単位：百万円】(百万円未満切捨）

当期(H13.4.1～H14.3.31) 前期(H12.4.1～H13.3.31) 比較増減

科　　目 金　額 科　　目 金　額 金　額

当期未処分利益 ８３６ 当期未処分利益 １,０５４ △２１８ 

これを次のとおり これを次のとおり

　 処分いたします｡ 　 処分いたします｡

次期繰越利益 ８３６ 次期繰越利益 １,０５４ △２１８ 

-２７-
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- ２８ -

重重重重    要要要要    なななな    会会会会    計計計計    方方方方    針針針針

１．有価証券の評価基準及び評価方法
　　子会社株式及び関連会社株式‥‥移動平均法による原価法
　　その他有価証券
　　　時価のあるもの‥‥‥‥‥‥‥決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は
　　　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法により算定）
　　　時価のないもの‥‥‥‥‥‥‥移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　移動平均法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法
　①有形固定資産
　　　定率法によっております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設
　　備を除く）については、定額法によっております。
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　　　建　　　　　物‥‥‥１５～３８年
　　　　機　械　装　置‥‥‥１０年
　　　　工具・器具備品‥‥‥５年
　②無形固定資産
　　　定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における
　　利用可能期間（５年）に基づいております。

４．繰延資産の処理方法
　　　試験研究費は、商法の規定する最長期間（５年間）にわたり均等償却しております。

５．引当金の計上基準
　①貸倒引当金
　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
　　懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
　　ております。
　②賞与引当金
　　　従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額を計上しております。
　③退職給付引当金
　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
　　見込額に基づき計上しております。
　　　なお、会計基準変更時差異（２,０８６百万円）については、１５年による按分額を費
　　用処理しております。
　　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
　　一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費
　　用処理することとしております。

６．リース取引の処理方法
　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
　　取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７．消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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追　加　情　報追　加　情　報追　加　情　報追　加　情　報

当　　　期
H13.4.1～H14.3.31

前　　　期
H12.4.1～H13.3.31

　　　　　　　　　　　　　　
（退職給付会計）
　当期から退職給付に係る会計基準(｢退職給
付に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企
業会計審議会 平成10年6月16日))を適用して
おります。
　この結果、従来の方法によった場合と比較
して、退職給付費用が90百万円増加し、経常
利益は159百万円減少し、税引前当期純利益
は4百万円増加しております。
　また、退職給与引当金は、退職給付引当金
に含めて表示しております。

（金融商品会計）
　当期からその他有価証券のうち時価のある
ものの評価の方法について、金融商品に係る
会計基準(｢金融商品に係る会計基準の設定に
関する意見書｣(企業会計審議会 平成11年1月
22日))を適用しております。
　この結果、従来の方法によった場合と比較
してその他有価証券評価差額金627百万円が
計上されたほか、投資有価証券が同額減少し
ております。

（金融商品会計）
　当期から金融商品に係る会計基準(｢金融商
品に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企
業会計審議会 平成11年1月22日))を適用し、
貸倒引当金の計上基準について変更しており
ます。
　この変更による損益への影響は軽微であり
ます。
　当期においては、その他有価証券のうち時
価のあるものについて時価評価を行っており
ません。なお、平成12年大蔵省令第8号附則
第4項によるその他有価証券に係る貸借対照
表計上額は2,832百万円、時価は2,522百万
円、評価差額金相当額は180百万円及び繰延
税金資産相当額は130百万円であります。
　また、期首時点で保有する有価証券の保有
目的を検討し、1年以内に満期の到来する有
価証券は流動資産として、それ以外のその他
有価証券については、投資有価証券として表
示しております。
　この結果、流動資産の有価証券は2,069百
万円減少し、投資有価証券は同額増加してお
ります。

　　　　　　　　　　　　　　
（外貨建取引等会計処理基準）
　当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基
準(｢外貨建取引等会計処理基準の改訂に関す
る意見書｣(企業会計審議会 平成11年10月22
日))を適用しております。
　この変更による損益への影響は軽微であり
ます。

（自己株式の表示）
　前期まで流動資産の「その他」に含めて表
示しておりました「自己株式」（前期末0百
万円）は、財務諸表等規則の改正により、当
期より資本に対する控除項目として資本の部
の末尾に表示しております。
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注　記　事　項注　記　事　項注　記　事　項注　記　事　項

（貸借対照表関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　　期　　　　　　　前　　期
１．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　１３,００６百万円　　　１２,７４４百万円

２．偶発債務
　　　債務保証　　　　　　　　　　　　　　　　　　 －百万円　　　　　 １１０百万円

３．受取手形割引高　　　　　　　　　　　　　　　　 －百万円　　　　１,７０２百万円

４．期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。
　　なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれ
　　ております。
　　　受取手形　　　　　　　　　　　　　　　　 ３３３百万円　　　　　 １３７百万円

（損益計算書関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　　期　　　　　　　前　　期
１．有形固定資産の減価償却実施額　　　　　　　 ６４９百万円　　　　　 ５６５百万円

（リース取引関係）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【単位：百万円】

当　　　　期 前　　　　期

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

機 械 装 置       ３０ １０ ２０ ３０ ６ ２４

車 両 運 搬 具       ７ ５ ２ ７ ４ ３

工具・器具備品 １６６ １３５ ３１ １５３ ９９ ５３

ソフトウェア       ６７ ６０ ６ ７９ ５７ ２１

合　計 ２７２ ２１１ ６１ ２７１ １６７ １０３
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（２）未経過リース料期末残高相当額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　　期　　　　　　　　前　　期
　　　　１　年　以　内　　　　　　　　　　　　　 ２７百万円　　　　　　 ４５百万円
　　　　１　　年　　超　　　　　　　　　　　　　 ３３　　　　　　　　　 ５８
　　　　合　　　　　計　　　　　　　　　　　　　 ６１百万円　　　　　 １０３百万円
　(注)取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が
　　　有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定し
　　　ております。

（３）支払リース料及び減価償却費相当額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　　期　　　　　　　　前　　期
　　　支 払 リ ー ス 料　　　　　　　　　　　　　 ４６百万円　　　　　　 ３８百万円
　　　減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　　 ４６　　　　　　　　　 ３８

（４）減価償却費相当額の算定方法
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（有価証券関係）

　当期及び前期のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありま
せん。
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（税効果会計関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　　期　　　　　　　前　　期
１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
　　(繰延税金資産)
　　　貸倒引当金損金算入限度超過額　　　　　　　４１０百万円　　　　　４０７百万円
　　　賞与引当金損金算入限度超過額　　　　　　　　２３　　　　　　　　　３０
　　　退職給付引当金損金算入限度超過額　　　　　　７５　　　　　　　　　５５
　　　有価証券評価損否認　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　４７１
　　　投資有価証券評価損否認　　　　　　　　　　６１７　　　　　　　　３３４
　　　その他有価証券評価差額金　　　　　　　　　２６１　　　　　　　　　　－
　　　関係会社株式評価損否認　　　　　　　　　　　　７　　　　　　　　　４１
　　　たな卸資産整理損否認　　　　　　　　　　　　２６　　　　　　　　　３０
　　　繰越欠損金　　　　　　　　　　　　　　 ２,１６１　　　　　　 ２,２３２
　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５　　　　　　　　　１９
　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　 ３,６１８　　　　　　 ３,６２３
　　　評価性引当額　　　　　　　　　　　　△ ３,６１８　　　　　△ ３,６２３
　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった
　　主な項目の内訳
　　法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　　　 －　　　　　　　　４１.７％
　　(調整)
　　　交際費等永久に損金に算入されない金額　　　　 －　　　　　　　　　０.２
　　　受取配当金等永久に益金に算入されない金額　　 －　　　　　　　△　０.６
　　　住民税均等割等　　　　　　　　　　　　　　　 －　　　　　　　　　０.９
　　　評価性引当額の増減　　　　　　　　　　　　　 －　　　　　　　△４１.５
　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 －　　　　　　　　　０.２
　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　　　 －　　　　　　　　　０.９

　(注)当期については、当期純損失であるため記載を省略しております。
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比 較 販 売 実 績比 較 販 売 実 績比 較 販 売 実 績比 較 販 売 実 績

【単位：百万円】(百万円未満切捨)

期　日　 当　　期 前　　期
　種　別 (H13.4.1～H14.3.31) (H12.4.1～H13.3.31)

％ ％ ％
工 自 動 旋 盤 8,252 58.7 12,625 64.0 △4,372 △ 34.6 

作 研 削 盤 2,206 15.7 2,048 10.4 157 7.7 

機 マシニングセンタ 895 6.4 1,445 7.3 △  550 △ 38.1 

械 転造盤・ラップ盤 943 6.7 792 4.0 150 19.0 

そ　　　の　　　他 1,754 12.5 2,826 14.3 △1,072 △ 37.9 

合　　　　　　　計 14,051 100.0 19,738 100.0 △5,687 △ 28.8 

(う　 ち　 輸　 出) (4,083) (29.1) (5,247) (26.6) (△1,163) (△ 22.2)

比較増減

-３３-
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役　員　の　異　動役　員　の　異　動役　員　の　異　動役　員　の　異　動

１． 代表者の異動

　　　・退任予定代表取締役

　　　　　現、代表取締役会長　　　　湯浅　健次

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１４年６月２７日の予定）

２． その他の役員の異動

　　　・新任取締役候補

　　　　　取　締　役　　　　　　　　相沢　静雄　（現、信州工場技術本部長）

　　　・新任監査役候補

　　　　　常勤監査役　　　　　　　　三谷　文彦　（現、大新東株式会社　常務取締役）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１４年６月２７日の予定）

　　　（注）新任監査役候補　三谷文彦は、株式会社の監査等に関する商法の
　　　　　　特例に関する法律第１８条に定める社外監査役であります。

以　　上


